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某地方公共団体で働く地方公務員のうち、 2009年 3月に定年退職する職員のうち、 2008年 10月に開催さ
れた定年退職者セミナーに参加を希望した職員を対象として第 1回調査を行った(定年退職前6ヶ月)。そ
の後、第 1回調査にご協力いただいた対象者に対し、第2回調査を 2009年6月(定年退職後2ヶ月)に、
第3回調査を 2010年4月(定年退職後 1年)に、第4回調査を 2011年 7月(定年退職後2年 3ヶ月)に行
い、計4図にわたって質問紙を用いた縦断調査を実施した。
第1回調査では年齢、性別などの基本属性の他、現在の年収、再就職の有無、 Zung自己評価式抑うつ尺
度 (Self-ratingDepression Scale : SDS)、首尾一貫感覚29項目版(Senseof Coherence : SOC)、職業性ストレ
ス簡易評価尺度 (BriefScale for Job Stres : 1おJS)について回答を求め、第2因調査では定年退職後の年収
およびSDSを、第3因調査ではSDSを、第4回調査ではSDSおよび定年退職の捉え方に関する質問につい
てそれぞれ回答を求めた。
解析においては、 NIOSH職業性ストレスモデルの各項目にSDS、SOC、BSJSを当てはめ、職場外のストレッ
サーとして、定年退職における重要な変化と考えられる就労状況の変化、経済状態の変化を当てはめ、反復
測定と重回帰分析により定年退職前後の精神的健康度の変化とそれに関連する要因を検討した。また、対象
者を SOCの値によって群分けし、 SOCの強弱による精神的健康度の変化の違いを反復測定により検討し、
さらに定年退職に対する個人の捉え方と SOCとの関連についても質的な検討を行った。
(結果)
定年退職前の職業性ストレス、就労状況、経済状況が定年退職後の精神的健藤度にどの程度関連するかに
ついて検討した結果、定年退職前の段階では職業性ストレスと精神的健康度に一定の関連がみられたが、定
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年退職後にその関連が持続することはなかった。
socと定年退職前後の精神的健康度の関連について検討した結果、定年退職前後においてもsocは精神
的健康度と強い関連を示し、 socは定年退職でも健康維持に大きな役割を果たしていることが示唆された。
また、 socが弱い群ではsocが強い群に比べて抑うつ度が変動しやすいことが示唆され、 socを強く保つ
ことで定年退職前後の精神的健康度を維持できる可能性が考えられた。質的な検討からは、 soc が~~し、群で
定年退職の際に満足感や開放感をあまり感じていないことが示唆された。
(考察)
本研究結果から、定年退職というライフイベントにおいて、 socの強弱や特性が個人の精神的健康度に主
な影響を与えており、偶人のsocの特性によっては健康の維持が難しくなる可能性も考えられるため、 soc
を考慮して定年退職を控える労働者に対してメンタルヘルス対策を実施することが、その後の精神的健康度
の維持に有用であると考えられた。
具体的には、 socとの関連が示唆される満足感や開放感に着目し、定年退職前から満足感や開放感を得ら
れるようにすることで、定年退職が精神的健康度に与える影響を低減できる可能性があると考えられた。 満
足感および開放感は、入職してから定年退職までという長い期間を通して、どれだけ自分が仕事に貢献し、
達成感を得ているかということを反映していると考えられるため、セミナーやカウンセリングのような形で
これまでの実績を確認し、褒めたり労ったりすることが効果的なのではないかと考えられた。
さらに、本調査で得られた結果を職場にフィードバックし、実際に職場において労働者に対する研修会を
開いたり、職場の管理体制の改善に助言したりすることは、定年退職を控える中高年労働者の、定年退職前
後のメンタルヘルスケアに大きく貢献するものと考えられた。
審査の結果の要旨
これまで我が国において、精神的健康度の変化とその要国について定年退職前後数年にわたった縦断的な
検討が実施されていないことや、 socと定年退職前後の精神的健康度との関連についての検討がなされてい
ないことを受けて本研究は企画された。残念ながら、調査対象を一地方自治体に限っているため、賃金体系
や再就職制度が異なる他の団体や民間企業に本調査結果をそのまま適応することができないこと、精神的健
康度が安定している対象者が多かったため、臨床的な抑うっとの関連を示しているわけではないこと等の問
題点はあるが、本研究の巨的は概ね遂行されたと言える。
平成 25年1月 10呂、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、
関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。
よって、著者は博士(医学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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